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はじめに 

 

第５次津島市総合計画では、中長期展望で力点を置く施策である重点戦略を「津

島市まち・ひと・しごと創生総合戦略」として位置付け、地方創生のめざす「若者

や女性にも選ばれる地方の創出」、「自立的で持続的に成長する「稼げる」地方経済

の創出」、「安心して暮らし続けられる生活環境の創出」の実現に向けて取り組みま

す。 

地方創生のめざす将来に向け、希望する若者の結婚、出産、子育てを応援し、生

活面の充実を図ることで人口減少を緩和するとともに、歴史や文化、町並み等を生

かし、「暮らしやすさ」を追求し、地方の魅力を育み、人が集う地域の形成を図りま

す。 

また、観光や文化的資源という地域の特性を生かして地域外からの収益を高め、

その収益を地域発のイノベーションや地域企業への投資につなげるなど、地域の

隅々まで循環させることにより、地域経済の強化を図ります。 

一方で、人口減少は、抑制に時間を要し、抑制できたとしても一定の減少が続く

と見込まれます。そのため、人口減少を緩和する対策とともに、生活・経済圏の維

持・確保や生産性の向上などに取り組み、人口減少に適応した地域づくりも同時に

進めます。 

第５次津島市総合計画の重点戦略を「津島市まち・ひと・しごと創生総合戦略」

として位置付け、総合計画に掲げるまちづくりの目標の実現に向けて施策を推進す

ることで、地方創生がめざす将来像の実現につなげます。 

 

戦略の構成 

戦略１ こどもを産み育てやすい環境をつくる 

戦略２ まちの活力を高め、人の流れをつくる 

戦略３ 支えあい、安心して暮らせる地域をつくる 
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戦略１ こどもを産み育てやすい環境をつくる 

【基本的方向】 

安心してこどもを産み、育てたいという希望をかなえるため妊娠期から子育て期にわたる切れ目

のない支援を行うとともに、変化の著しい社会の中でこどもや若者が自らの力で生き抜く力を付け

るために、学校や地域と連携した教育環境の充実を進めます。 

子育てが様々な形で支えあいながら行われることで、親の負担が軽減されるだけでなく、子育て

を通じて、人や地域とつながりが生まれ、地域でこどもを見守り、安心して子育てできる環境づく

りを進めます。 

【施策】 

① 切れ目のない妊娠・出産・子育ての支援 

子育てサービスや子育てに関する情報の提供、子育て家庭の経済的負担の軽減などによ

り、子育て支援を実施します。こども家庭センター事業において、妊娠期から子育て期にわ

たる切れ目のない支援を総合的に行い、安心してこどもを産み育てることができる環境を形

成します。 

② こどもの「生きる力」を育む教育の充実 

学校の教育環境を充実するとともに、家庭・地域が連携してこどもの豊かな体験・学びを

支えることによって、多世代が協力して地域ぐるみでこどもの「生きる力」を育みます。 

③ 地域でこどもを見守り育てる環境の充実 

家庭・地域・学校との連携を通して、親がこども・子育てについて学び、こどもとともに

成長する家庭教育を充実することにより、こどもを通じてできる親同士のつながりや子育て

をお互いに助けあう関係づくりを進め、地域でこどもを見守り育てる環境を形成します。 

④ 子育てと両立できる生活の支援 

企業等における働く人の活躍やワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組等を推進す

ることによって、子育てと仕事等を両立しやすい環境をつくり、子育ての経済的負担の解消

や多様な暮らし方を支え、若者や女性が暮らし続けたい、市外から戻りたい・行きたいと思

える地域をつくります。 

【目標指標】 

指標 
戦略策定時

2019 年 

直近数値 

2024 年 

目標値 

2030 年 

将来の夢や目標を持っている 

こどもの割合（％） 

小学生 83.2 84.4 90.0 

中学生 68.7 63.4 74.0 

より良い地域づくりを考える講座や交流会の 

開催数（回） 
10 2 20 
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【主な事業】 

NO. 事業名 

1 こども家庭センター（母子保健機能）及び関連事業 

2 妊婦等包括相談支援事業（つしま出産応援金・お祝い金支給事業） 

3 津島おでかけタクシー事業 

4 子ども医療費支給事業 

5 地域子育て支援事業 

6 こども家庭センター事業 

7 放課後児童健全育成事業 

8 こどもの居場所づくり事業 

9 第２子以降保育料無料化事業 

10 ３歳から５歳児の保育所等副食費補助事業 

11 ０歳児選べる定期便事業 

12 保育所等での使用済み紙おむつの保護者持ち帰り廃止事業 

13 ＧＩＧＡスクール構想推進事業 

14 地域学校協働本部及びコミュニティ・スクール推進事業 

15 領事館交流プロジェクト・国際理解教育事業 

16 教職員の働き方改革（ラーケーション・部活動の地域展開等推進事業） 

17 小中学校給食費等の補助事業 

18 教育支援センター事業 

19 学校施設長寿命化事業 

20 社会教育施設整備・利用促進事業 

21 スポーツ施設整備・利用促進事業 

22 放課後子ども教室推進事業 

23 地域の居場所づくり事業 

24 町内会支援事業 

25 地域コミュニティ団体支援事業 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】 

指標 
直近数値

2025 年 

目標値 

2026 年 2027 年 2028 年 

利用者支援事業（基本型）利用者支援相談件数（件） 487 400 400 400 

放課後児童クラブ登録児童数（人） 548※ 525 525 525 

コミュニティ・スクール設置校数（校） 12 12 12 12 

放課後子ども教室利用者参加満足度（％） 72.3 85.0 85.0 85.0 

※令和７年４月１日現在 
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戦略２ まちの活力を高め、人の流れをつくる 

【基本的方向】 

若者や女性がやりがいを持ち、安定した生活を送ることができる雇用機会の創出や起業しやすい

環境を整備するとともに、快適で利便性の高い居住環境を整備し、働きながら住み続けられる環境

づくりを進めます。 

また、歴史・文化資源だけでなく、地域の農産品や工業製品、景観、ひと、まちでの暮らし方・

働き方などの多様な地域資源を活用してまちの魅力を発信するとともに、交流人口や継続的に地域

に関わる関係人口の創出・拡大などに取り組むことでまちの活力を高め、人の流れをつくります。 

【施策】 

① 地域産業の活性化 

事業承継など地域企業の支援や企業誘致を通じて、地域経済の安定と成長を実現することに

より、生活者の暮らしの安定を支える雇用の創出や若者や女性にとって魅力のある雇用の場を

確保し、地域の稼ぐ力を高めます。 

② 多様な働き方の実現 

市内の事業者の情報を広く発信し、市内事業者への就業を支援するとともに、起業・創業や

空き家・空き店舗を活用した起業支援等により、多様な働き方が実現できるように支援しま

す。その中で、高齢者や女性、障がいのある人などの働く場の選択肢が広がるような取組を進

めます。 

③ 駅周辺の活性化 

津島の顔・まちの玄関にふさわしいものとなるよう、津島駅や天王通りをはじめとする駅周

辺の活性化に向けた取組を進めるとともに、空き家・空き店舗活用、特色を生かした景観形

成、都市機能や生活サービス機能の集約化を進め、快適で利便性の高いまちなかの整備を推進

します。 

④ 交通ネットワークの充実 

都市機能や生活サービス機能を集約する拠点を中心に、公共交通や幹線道路などで結ぶ総合

的な交通ネットワークの充実を図るとともに、まちなかの移動を快適にする歩行環境の整備な

どを進めます。 

⑤ 魅力の発信と関係・交流人口の拡大 

地域資源の掘り起こしとそのプロモーションにより、まちのブランド力を高め、市内外から

人を引き付けることができる地域づくりを進めます。また、歴史・文化資源、公園をはじめと

する魅力ある地域資源を活用した交流人口の増加や地域資源を契機として地域と関わる関係人

口の創出を図るとともに、市への定住を促す施策を行い、移住・定住の促進につなげます。 
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【目標指標】 

指標 
戦略策定時 

2019 年 

直近数値 

2023 年 

目標値 

2030 年 

製造品出荷額等（万円） 11,508,849 11,854,079 12,608,849 

【主な事業】 

NO. 事業名 

1 津島おでかけタクシー事業（再掲） 

2 起業環境整備事業 

3 企業立地推進事業 

4 つしまクロス運営事業 

5 交通安全対策事業 

6 津島駅周辺まちづくり事業 

7 土地利用推進事業 

8 巡回バス運行事業 

9 幹線道路整備事業（昭和見越線・津島駅東線改良事業） 

10 小路整備・道路美装化事業 

11 定住促進事業 

12 神守地区公園整備事業 

13 天王川公園等改修事業 

14 情報発信充実事業 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】 

指標 
直近数値

2025 年 

目標値 

2026 年 2027 年 2028 年 

創業セミナー等参加者数（人） 185 180 180 180 

新規企業進出率（％） 51.0 64.0 69.0 74.0 

県地価調査価格の前年度比較率（商業地（％）） △0.1 0.2 0.2 0.2 

巡回バス 1日あたりの乗車人数（人） 188 175 263 263 

ホームページアクセス数（ユーザー数（件）） 434,104 700,000 700,000 700,000 
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戦略３ 支えあい、安心して暮らせる地域をつくる 

【基本的方向】 

日常生活の安全や安心を維持することができるように、地域における支えあいや健康づくりの取

組を促進するとともに、災害に対する安全性を高めるための防災・減災対策を進めます。さらに、

市民活動が活発で地域自治力が高い地域づくりを進めます。 

【施策】 

① 医療・福祉サービス等の機能の確保 

健康づくりの支援やスポーツを通じた健康増進、地域医療の確保といった健康に関わる取組

を進めます。さらに、地域の関係者間の連携により「医療」、「介護」、「予防」、「生活支

援」、「住まい」について、幅広い支援を一体的に提供する地域包括ケアシステムの取組を推

進します。 

② 防災・減災対策の推進 

災害が発生しても被害を最小限にとどめ、市民の生命が守られるまちをめざします。特に災

害時においては「公助」に加えて、「共助」や「自助」が重要となるため、防災体制の充実

や、地域防災力の向上を図ることにより、防災・減災対策を推進します。 

③ 地域活動の活性化 

価値観やライフスタイルの多様性を踏まえて市民の誰もが認めあい共生することができる地

域をめざし、コミュニティ推進協議会や市民活動団体などによる地域活動を促進します。ま

た、若者など多世代の地域活動への参加を促進し、地域の担い手を発掘・育成します。 

④ 環境保全と持続可能な社会の形成 

省エネルギー行動や再生可能エネルギーの利用を促進し、地域全体としてカーボンニュート

ラルの実現に取り組むとともに、自然環境の保全やごみ処理に伴う環境負荷を低減する循環型

社会の実現を推進し、持続可能な社会の形成をめざします。 

【目標指標】 

指標 
戦略策定時 

2019 年 

直近数値 

2025 年 

目標値 

2030 年 

国民健康保険加入者の特定健康診査受診率

（％） 
42.1 47.4※ 54.0 

災害に対する家庭内の備えができている 

市民の割合（％） 
36.8 21.2 63.8 

 

 

 

 

※「国民健康保険加入者の特定健康診査受診率」については、2024 年が直近数値 
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【主な事業】 

NO. 事業名 

1 健康マイレージ推進事業 

2 医療職確保事業 

3 医療機器等整備事業 

4 市民病院設備改修事業 

5 津島おでかけタクシー事業（再掲） 

6 特定健康診査事業 

7 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業 

8 地域包括ケアシステム推進事業 

9 地域包括支援センター運営事業 

10 在宅医療介護連携推進事業 

11 介護予防・日常生活支援総合事業 

12 スポーツ施設整備・利用促進事業（再掲） 

13 地球温暖化対策事業 

14 住宅用再生可能エネルギー等利用促進事業 

15 ごみの減量・リサイクルの促進事業 

16 救急救命士養成事業 

17 消防資機材整備事業（消防本部） 

18 消防車両整備事業 

19 地域防災力向上事業 

20 防災ＤＸ推進事業 

21 防災関連計画等整備事業 

22 資機材整備事業 

23 定住促進事業（再掲） 

24 神守地区公園整備事業（再掲） 

25 雨水管理総合計画策定事業 

26 排水路整備事業 

27 下水道普及促進事業 

28 つしま夢まちづくり提案事業 

29 地域の居場所づくり事業（再掲） 

30 町内会支援事業（再掲） 

31 地域コミュニティ団体支援事業（再掲） 
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【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】 

指標 
直近数値

2025 年 

目標値 

2026 年 2027 年 2028 年 

健康マイレージの達成者数（人） 4,659 4,700 4,900 5,100 

電子@連絡帳システム登録患者数（人） 166 224 235 246 

太陽光発電設備補助件数（件） 28 25 25 25 

市民活動団体人材育成講座延べ参加者数（人） 8 30 30 30 
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戦略の推進に向けて 

分野を横断して展開する総合戦略は、各分野の施策に共通する次の５つの観点を踏まえて推進しま

す。 

① SDGs の実現に向けた取組の推進 

SDGs は、経済・社会・環境の三側面に統合的に取り組むことで目標を達成することをめざし

ています。総合戦略では、SDGs の 17 の目標を達成するための 169 のターゲットを意識して、

施策を展開します。 

② Society5.0 の推進 

ICT などの Society5.0 の実現に向けた未来技術は、これからの社会の中で、分野横断的な地

域課題の解決や地域の魅力向上につながる重要なツールとされており、各分野での取組に当た

っては、未来技術の活用を視野に入れて検討を進めます。 

③ 多様な地域の担い手の参画促進 

本格的な人口減少により地域の担い手が不足することが予想されています。様々な地域課題

の解決に向けて、地域の住民だけでなく区域外の個人、さらに NPO・団体、企業などの多様な主

体を担い手とする取組を推進し、新たな地域の担い手の参画を促進します。 

④ 公民連携・パートナーシップの推進 

多様化・高度化する地域課題に対応し、市民や NPO・団体、企業、地方公共団体などと連携す

ることにより、効果的な課題解決や効率的な行政サービスの提供の実現を図ります。特に、PFI

などの民間の資金や技術を活用する手法を導入し、質の高い公共サービスの実現をめざします。

また、地方公共団体と民間企業等が SDGs を介して同じ目標を共有することで、官民の新たな連

携を促進します。 

⑤ 安定した財政基盤の確立 

将来にわたって持続可能な財政基盤を確立するため、安定した財源の確保をめざします。ま

た、今後の行政需要の変化を見極めながら、限られた財源を真に必要な分野に重点的かつ効果

的に配分する効率的な財政運営を行います。 

  


